
令和元年度及び第４期中長期目標期間終了時に見込まれる 

国立研究開発法人情報通信研究機構の 

業務実績評価の方針（案） 

１．基本的考え方  

（１）本方針は、国立研究開発法人情報通信研究機構（以下「機構」という。）におけ

る独立行政法人通則法第 35 条の６に基づいて実施する令和元年度及び第４期中

長期目標期間終了時に見込まれる国立研究開発法人情報通信研究機構の業務実

績評価の方針を定めるものとする。 

（２） 評価は、「独立行政法人の評価に関する指針※」（総務大臣決定。以下「指針」

という。）に基づき実施する。

※ 平成 26 年９月２日策定 平成 31 年３月 12 日改定

（３）評価に当たっては、「研究開発成果の最大化※」と「適正、効果的かつ効率的な

業務運営」の両立の実現につながるよう、留意する。 

※「研究開発成果の最大化」
国民の生活、経済、文化の健全な発展その他の公益に資する研究開発成果の創出を国

全体として「最大化」すること。（独立行政法人の目標の策定に関する指針Ⅲ１（２）） 

２．評価の方法 

（１）機構の評価は、機構の自己評価結果を活用し、大別して次の２つにより行う。 

① 項目別評定：中長期目標に設定した項目を評価単位として評価

② 総合評定 ：項目別評定を基礎とし法人全体を評価

（２）年度評価及び中長期目標期間見込評価は、中長期目標・中長期計画の実施状況

を確認しつつ、研究開発に係る事務及び事業については目標の策定時に設定した

評価軸に沿って、これら以外の事務及び事業についてはそれぞれの事務及び事業

の特性に応じた評価の視点から行う。 

資料情部 27-2-1 
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３．項目別評定 

（１）評価項目

評価単位は次のとおりとする。

1. センシング基盤分野

1.1 リモートセンシング技術 

1.2 宇宙環境計測技術 

1.3 電磁波計測基盤技術（時空標準技術） 

1.4 電磁波計測基盤技術（電磁環境技術） 

1.5 機構法第 14 条第 1項第 3号から第 5号までの業務 

2. 統合 ICT 基盤分野

2.1 革新的ネットワーク技術 

2.2 ワイヤレスネットワーク基盤技術 

2.3 フォトニックネットワーク基盤技術 

2.4 光アクセス基盤技術 

2.5 衛星通信技術 

3. データ利活用基盤分野

3.1 音声翻訳・対話システム高度化技術 

3.2 社会知解析技術 

3.3 実空間情報分析技術 

3.4 脳情報通信技術 

4. サイバーセキュリティ分野

4.1 サイバーセキュリティ技術 

4.2 セキュリティ検証プラットフォーム構築活用技術 

4.3 暗号技術 

5. フロンティア研究分野

5.1 量子情報通信技術 

5.2 新規 ICT デバイス技術 

5.3 フロンティア ICT 領域技術 

6. 研究開発成果を最大化するための業務

6.1 技術実証及び社会実証のためのテストベッド構築 

6.2 オープンイノベーション創出に向けた産学官連携等の強化 

6.3 耐災害 ICT の実現に向けた取組の推進 

6.4 戦略的な標準化活動の推進 

6.5 研究開発成果の国際展開の強化 

6.6 サイバーセキュリティに関する演習 

6.7 パスワード設定等に不備のある IoT 機器の調査 

7. 研究支援業務・事業振興業務等

7.1 海外研究者の招へい等の支援 

7.2 情報通信ベンチャー企業の事業化等の支援 
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7.3 民間基盤技術研究促進業務の的確な実施 

7.4 ICT 人材の育成の取組 

7.5 その他の業務 

8. 業務運営の効率化に関する事項

8.1 機動的・弾力的な資源配分 

8.2 調達等の合理化 

8.3 業務の電子化の促進 

8.4 業務の効率化 

8.5 組織体制の見直し 

9. 財務内容の改善に関する事項

9.1 一般勘定 

9.2 自己収入等の拡大 

9.3 基盤技術研究促進勘定 

9.4 債務保証勘定 

9.5 出資勘定 

10. その他業務運営に関する重要事項

10.1 人事制度の強化 

10.2 研究開発成果の積極的な情報発信 

10.3 知的財産の活用促進 

10.4 情報セキュリティ対策の推進 

10.5 コンプライアンスの確保 

10.6 内部統制に係る体制の整備 

10.7 情報公開の推進等 
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（２）評価軸等 

  ① ＩＣＴ分野の基礎的・基盤的な研究開発等（評価項目１～５） 

    評価指標を基準として、評価軸に基づき評価を行う。 

    研究開発課題は、様々な研究開発段階（基礎、応用、実用、社会実装、標準

化等）を内包していることから、３つの評価軸を全て適用し、研究開発段階及

び特性を勘案して総合的に評価を行う。（別紙参照） 

    【評価軸】 

     ● 研究開発等の取組・成果の科学的意義（独創性、革新性、先導性、発展性等）が

十分に大きなものであるか。 

     ● 研究開発等の取組・成果が社会課題・政策課題の解決につながるものであり、

または、それらが社会的価値の創出に十分に貢献するものであるか。 

     ● 研究開発等の成果を社会実装につなげる取組（技術シーズを実用化・事業化に

導く等）が十分であるか。 

  ② 研究開発成果を最大化するための業務（評価項目６） 

    評価指標を基準として、評価軸に基づき評価を行う。 

    複数の評価軸を用いて各項目の業務内容及び研究開発のフェーズ等を勘案

して総合的に評価を行う。（別紙参照） 

  ③ ①及び②以外の事務及び事業（評価項目７～10） 

    中長期目標及び中長期計画の達成に向けた進捗状況を把握し、適正かつ効率

的な業務運営がなされているかを評価の視点として評価を行う。 

    （例） 

・ 中長期計画に数値目標が記述されていれば、数値により進捗状況の把握が行わ

れているか。 

・ 中長期目標期間における達成目標と当該年度での実績又は達成度を比較して

評価されているか。 

（３）評定 

   各評価項目の業務実績を評価軸等に基づき評価し、５段階（ＳＡＢＣＤ）で評

定する。 

   

【研究開発に係る事務及び事業の評定区分】 

Ｓ：特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等 

Ａ：顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等 

Ｂ：成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営 

Ｃ：より一層の工夫、改善等が期待 

Ｄ：抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる 

 

 ※評価に併せ、必要に応じ、改善すべき事項、目標設定の妥当性等を記述 
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【研究開発に係る事務及び事業以外の評定区分】 

（４）各評価項目の担当委員等

別添１のとおり。

４．総合評定  

・項目別評定を踏まえ、総合的な視点から項目別評定の総括及び全体評定に影響

を与える事象について記述（記述による全体評定）

・項目別評定及び記述による全体評定を総合的に勘案し、評語による評定を付す

（評語による評定）

（１）記述による全体評定

項目別評定を踏まえ、総合的な視点から、次の事項の他、評価に必要な事項を記

述する。 

○項目別評定の総括

・ 項目別評定のうち重要な項目の実績及び評価の概要

・ 評価に影響を与えた外部要因のうち特記すべきもの 等

○全体評定に影響を与える事象

・ 中長期計画に記載されている事項以外の特筆すべき業績 等

（２）評語による評定

評定区分については、「３．項目別評定」に同じ。

５．スケジュール  

別添２のとおり。なお、スケジュールは現時点での想定であり、評価の進捗等によ

って変更となる可能性がある。 

Ｓ：所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果 

定量的指標では計画値の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果 

Ａ：所期の目標を上回る成果 

対計画値の 120％以上 

Ｂ：所期の目標を達成している 

対計画値の 100％以上 120％未満 

Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する 

対計画値の 80％以上 100％未満 

Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める 

対計画値の 80％未満 

※評価に併せ、必要に応じ、改善すべき事項、目標設定の妥当性等を記述
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国立研究開発法人情報通信研究機構の評価軸等 

 

項目 評価軸 指標 

１．ＩＣＴ分野の基礎的・基盤的な研究開発等 

（１）センシング基盤分野 

（２）統合ＩＣＴ基盤分野 

（３）データ利活用基盤分野 

（４）サイバーセキュリティ分野 

（５）フロンティア研究分野 

 

【評価軸】 

●研究開発等の取組・成果の科学的意義（独創性、

革新性、先導性、発展性等）十分に大きなもの

であるか。 

●研究開発等の取組・成果が社会課題・政策課題

の解決につながるものであり、または、それら

が社会的価値の創出に十分に貢献するものであ

るか。 

●研究開発等の成果を社会実装につなげる取組

（技術シーズを実用化・事業化に導く等）が十

分であるか。 

【評価指標】 

●具体的な研究開発成果 

●研究開発成果の移転及び利用の状況 

●報道発表や展示会出展等を受けた各種メディア

媒体の反響状況 

●共同研究や産学官連携の状況 

●（個別の研究開発課題における）標準や国内制

度の成立寄与状況 

●データベース等の研究開発成果の公表状況 

 

【モニタリング指標】 

●査読付き論文数 

●論文の合計被引用数 

●研究開発成果の移転及び利用に向けた活動件数

（実施許諾件数等） 

●報道発表や展示会出展等の取組件数 

●（個別の研究開発課題における）標準化や国内

制度化の寄与件数 

 

 

 

 

別紙 
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２.研究開発成果を最大化するための業務   

（１）技術実証及び社会実証のためのテストベッ

ド構築 

【評価軸】 

●ハイレベルな研究開発を行うためのテストベッ

ドが構築されているか。 

●機構内外の利用者にとりテストベッドが有益な

技術実証・社会実証につながっているか。 

●取組がオープンイノベーション創出につながっ

ているか。 

●取組が研究開発成果の国際的普及や日本企業の

国際競争力強化につながっているか。 

 

【評価指標】 

●研究開発成果を最大化するための取組成果 

●機構内外によるテストベッドの利用結果 

 

【モニタリング指標】 

●機構内外によるテストベッドの利用件数 

（２）オープンイノベーション創出に向けた産学

官連携等の強化 

【評価軸】 

●取組がオープンイノベーション創出につながっ

ているか。 

●取組が標準化につながっているか。 

●取組が研究開発成果の国際的普及や日本企業の

国際競争力強化につながっているか。 

 

【評価指標】 

●研究開発成果を最大化するための取組成果 

●機構内外によるテストベッドの利用結果 

●産学官連携等の活動状況 

●国際展開の活動状況 

 

【モニタリング指標】 

●機構内外によるテストベッドの利用件数 

●機構外との共同研究数 

●機構外との研究者の交流数 
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（３）耐災害ＩＣＴの実現に向けた取組の推進 【評価軸】 

●機構内外の利用者にとりテストベッドが有益な

技術実証・社会実証につながっているか。 

●取組が耐災害ＩＣＴ分野の産学官連携につなが

っているか。 

●取組が標準化につながっているか。 

●取組が研究開発成果の国際的普及や日本企業の

国際競争力強化につながっているか。 

 

【評価指標】 

●研究開発成果を最大化するための取組成果 

●産学官連携等の活動状況 

 

【モニタリング指標】 

●産学官連携の案件数 

 

（４）戦略的な標準化活動の推進 【評価軸】 

●取組がオープンイノベーション創出につながっ

ているか。 

●取組が標準化につながっているか。 

●取組が研究開発成果の国際的普及や日本企業の

国際競争力強化につながっているか。 

 

【評価指標】 

●研究開発成果を最大化するための取組成果 

●標準や国内制度の成立寄与状況 

 

【モニタリング指標】 

●標準化や国内制度化の寄与件数 

 

（５）研究開発成果の国際展開の強化 【評価軸】 

●取組がオープンイノベーション創出につながっ

ているか。 

●取組が標準化につながっているか。 

●取組が研究開発成果の国際的普及や日本企業の

国際競争力強化につながっているか。 

 

【評価指標】 

●研究開発成果を最大化するための取組成果 

●産学官連携等の活動状況 

●標準や国内制度の成立寄与状況 

●国際展開の活動状況 

 

【モニタリング指標】 

●標準化や国内制度化の寄与件数 
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（６）サイバーセキュリティに関する演習 【評価軸】 

●取組が最新のサイバー攻撃に対応できるものと

して適切に実施されたか。 

【評価指標】 

●研究開発成果を最大化するための取組成果 

 

【モニタリング指標】 

●演習の実施回数又は参加人数 

 

（７）パスワード設定等に不備のある IoT 機器の

調査 

【評価軸】 

●取組が IoT 機器のサイバーセキュリティ対策

の一環として計画に従って着実に実施された

か。 

【評価指標】 

●研究開発成果を最大化するための取組成果 

●IoT 機器調査に関する業務の実施状況 

 

【モニタリング指標】 

●調査した IoT 機器数 

 

３.機構法第 14 条第 1項第 3号から第 5号までの

業務 

【評価軸】 

●業務が継続的かつ安定的に実施されているか。 

【評価指標】 

●各業務の実施結果としての利用状況 

 

【モニタリング指標】 

●各業務の実施状況 
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国立研究開発法人情報通信研究機構の業務実績評価に係る担当委員等（案） 

評価項目 No. 担当 日時 

Ⅰ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  

 １．ＩＣＴ分野の基礎的・基盤的な研究開発等  

  

（１）センシング基盤分野 

（リモートセンシング技術、宇宙環境計測技術、時空標準技

術、電磁環境技術） 

（日本標準時、宇宙天気予報、較正業務等を含む） 

１ 

藤井委員 

前原専門委員 

村瀬専門委員 

6/19(金) 

15:15～16:45 

  

（２）統合ＩＣＴ基盤分野 

（革新的ネットワーク技術、ワイヤレスネットワーク基盤技

術、フォトニックネットワーク基盤技術、光アクセス基盤技

術、衛星通信技術） 

２ 

尾家委員 

前原専門委員 

森井専門委員 

7/2(木) 

13:00～14:30 

  
（３）データ利活用基盤分野 

（音声翻訳・対話システム高度化技術、社会知解析技術、実空

間情報分析技術、脳情報通信技術） 

３ 

大場委員 

大森専門委員 

橋本専門委員 

6/19(金) 

13:30～15:00 

  
（４）サイバーセキュリティ分野 

（サイバーセキュリティ技術、セキュリティ検証プラットフォ

ーム構築活用技術、暗号技術） 

４ 

大場委員 

橋本専門委員 

村瀬専門委員 

森井専門委員 

6/8(月) 

10:30～12:00 

  
（５）フロンティア研究分野 

（量子情報通信技術、新規ＩＣＴデバイス技術、フロンティア

ＩＣＴ領域技術） 

５ 

藤井委員 

大森専門委員 

尾辻専門委員 

村瀬専門委員 

6/16(火) 

10:30～12:00 

 ２．研究開発成果を最大化するための業務  

  

（１）技術実証及び社会実証のためのテストベッド構築 

（２）オープンイノベーション創出に向けた産学官連携等の強化 

（３）耐災害ＩＣＴの実現に向けた取組の推進 

（４）戦略的な標準化活動の推進 

（５）研究開発成果の国際展開の強化 

（６）サイバーセキュリティに関する演習 

（７）パスワード設定等に不備のある IoT 機器の調査 

６ 

尾家委員 

大場委員 

大森専門委員 

森井専門委員 

6/8(月) 

13:00～15:00 

 ３．機構法第 14 条第１項第３号、第４号及び第５号の業務 ※  

 ４．研究支援業務・事業振興業務等  

  

（１）海外研究者の招へい等の支援 

（２）情報通信ベンチャー企業の事業化等の支援 

（３）民間基盤技術研究促進業務の的確な実施 

（４）ＩＣＴ人材の育成の取組 

（５）その他の業務 

７ 

藤井委員 

尾辻専門委員 

小野専門委員 

村瀬専門委員 

6/16(火) 

13:00～14:30 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

（機動的・弾力的な資源配分、調達等の合理化、業務の電子化、業務の

効率化、組織体制の見直し） 

８ 
尾家委員 

小野専門委員 

7/2(木) 

14:45～16:15 

Ⅲ～Ⅶ 財務内容の改善に関する事項 

（一般勘定、自己収入等の拡大、基盤技術研究促進勘定、債務保証勘

定、出資勘定） 

９ 
小野専門委員 

若林専門委員 

6/29(月) 

17:15～18:45 

Ⅷ その他業務運営に関する重要事項 

（人事制度の強化、研究開発成果の積極的な情報発信、知的財産の活用

促進、情報セキュリティ対策の推進、コンプライアンスの確保、内部

統制に係る体制の整備、情報公開の推進等、情報公開の推進等） 

10 

藤井委員 

小野専門委員 

若林専門委員 

6/29(月) 

15:30～17:00 

※ センシング基盤分野と併せてヒアリングを行う

別添１ 
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機 構 の 自 己 評 価 

に対する意見 

（機構の自己評価書の正当性・妥当性についてご記入ください。特に評価できる点、業務を改善すべき点、その他指摘事項等についてもござ

いましたらご記入ください。） 

 

【記入例】 

年度計画に見合った成果に加え、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認められることから自己評価は妥当である。 

 

（特に評価できる点） 

・リモートセンシング技術については、10km 程度の空間内の大気の状態等を１０秒以内で３次元スキャンする次世代ドップラーレーダー技術を確

立したことは、国内外で注目を集めており、リアルタイムでの立体的な気象観測ができるなど気象観測高度化に役立つ成果であると大いに期待でき

る。 

・宇宙環境計測技術については、地上から電離圏までを統一的に計算する GAIA で、目標を上回る 0.1 度の空間分解能を達成し、電波障害の原因

ともなる電離圏擾乱プラズマバブルの成長過程の再現に成功した。 

・時空標準技術については、・・・ 

・電磁環境技術については、・・・ 

 

（業務を改善すべき点） 

・性能向上（精度やレンジの拡大、３Ｄ化など）がどのような付加価値（社会的に意味のあるデータや予測）に結び着くのかを明確にし、マ

イルストーンとして目指す性能を分かりやすく説明する努力を継続的に行ってほしい。 

 

（その他） 

・気象レーダなどの観測設備が今後どのような投資計画で整備されるのかも考慮し、タイミングを逃さない研究成果の実用化を行ってほし

い。 

（参考）記入例 
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法人全体を通してご意見等がありましたら以下にご記入ください。 

 

法人全体を通した評価に関するご

意見 

 

 

 

来年度以降にフォローアップが必

要、改善すべき事項等のご意見 

 

 

 

長のマネージメントについてのご

意見 

 

 

 

その他ご意見等 
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令和２年度総務省国立研究開発法人審議会 

及び情報通信研究機構部会の開催スケジュール（案） 
 

 

○５月 18 日（月）13:00～15:30 情報通信研究機構部会（第 27 回） 

 本年度の進め方（評価方針（案）、スケジュール等）について 

 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）の令和元年度における業務実績、第４期中長

期目標期間の終了時に見込まれる業務実績について、NICTから概要を聴取 

 

 

（５月 29 日（金）（情報通信研究機構部会の予備日）） 

 

 

○６月～７月上旬  NICT から個別ヒアリング（詳細は別添１を参照） 

 

 

○６月 29 日（月）13:00～14:15 情報通信研究機構部会（第 28 回） 

 財務諸表、事業報告書、監査報告について、NICT から概要を聴取 

 

 

○評価書の作成 

 個別ヒアリング後、各担当委員等が項目別評価調書を作成し、事務局へ提出 

※ NICT の自己評価について、適当と思われる理由、業務において特に評価できる点、評価

が不適当な点、業務の改善を求める点等について意見を提出いただく 

（締切は６月下旬～７月上旬を予定、詳細は後日連絡） 

 事務局において評価調書をとりまとめ、令和元年度業務実績評価（案）、第４期中長期目標

期間終了時に見込まれる業務実績評価（案）並びに業務及び組織全般にわたる検討結果（案）

を作成 

 

 

○７月 13 日（月） 9:30～12:00 情報通信研究機構部会（第 29 回） 

○７月 20 日（月）13:00～15:30 情報通信研究機構部会（第 30 回） 

 令和元年度業務実績評価（案）に係る意見聴取 

 第４期中長期目標期間終了時に見込まれる業務実績評価（案）に係る意見聴取 

 業務及び組織全般にわたる検討結果（案）に係る意見聴取 

  

別添２ 
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○８月 17 日（月）13:00～15:00 総務省国立研究開発法人審議会（第 11 回）

【NICT】 

・ 令和元年度業務実績評価（案）に係る意見聴取

・ 第４期中長期目標期間終了時に見込まれる業務実績評価（案）に係る意見聴取

・ 業務及び組織全般にわたる検討結果（案）に係る意見聴取

【JAXA】 

・ 令和元年度業務実績評価（案）に係る意見聴取

（８月 21 日（金）13:00～15:00（総務省国立研究開発法人審議会の予備日）） 

○11 月 26 日（木）15:00～17:00 情報通信研究機構部会（第 31 回）

○11 月 30 日（月）13:00～15:00 情報通信研究機構部会（第 32 回）

 第５期中長期目標策定（案）に係る意見聴取

○12 月 17 日（木）15:00～17:00 総務省国立研究開発法人審議会（第 12 回）

 第５期中長期目標策定（案）に係る意見聴取
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平成 30 年度における国立研究開発法人情報通信研究機構 

の業務実績評価【抜粋】 

・ 総合評定様式  . . . . . . . . . . .p.16 

・ 項目別評定総括表様式 . . . . . . . p.18 

・ 項目別評価調書様式  . . . . . . . .p.19 

資料情部 27-2-1 参考１ 
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 14  1  3 
 5  
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24
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第３期中長期目標期間終了時に見込まれる 

国立研究開発法人情報通信研究機構の業務実績評価【抜粋】 

・ 総合評定様式  . . . . . . . . . . .p.33 

・ 項目別評定総括表様式 . . . . . . . p.35 

・ 項目別評価調書様式  . . . . . . . .p.36 

資料情部 27-2-1 参考２ 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 第３期中長期目標期間終了時見込評価 項目別評価調書 No. 19 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期計画の当

該項目 

別添 4－(1)  電磁波センシング・可視化技術 

関連する政策・施

策 

― 当該事業実施に係る

根拠（個別法条文な

ど） 

独立行政法人情報通信研究機構法第 14条第 1項第一

号、第四号 

当該項目の重要

度、難易度 

関連する研究開発評

価、政策評価・行政事

業レビュー 

行政事業レビュー0060（平成 23年度）、0065（平成

24年度）、0178（平成 25年度）、0169（平成 26年

度） 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

基準

値等 

23年

度 

24年

度 

25年

度 

26年

度 

27年

度 

23年

度 

24年

度 

25年

度 

26年

度 

27年

度 

論文数 － 74 87 53 59 事業費用（億円） 9.4 11.9 10.4 10.5 

特許出願数 － 0 1 2 2 職員数 ※内数 70 72 70 73 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 

＜評価の視点＞ 

・中長期計画に定められた各項目の達成度

・「必要性」、「効率性」、「有効性」、「国際水準」の観点から評価 

中長期目標 中長期計画 法人の主な業務実績等 

● 革新機能創成技術

の研究開発

超伝導、機能分子や

別添 4－(1)  電磁波センシング・可

視化 

(1) 電磁波センシング・可視化技術
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バイオ材料など新規

材料の優れた特性や

最先端物理計測手法

をいかすことで、新た

な原理・概念に基づく

革新的な情報通信技

術を創出し、新世代の

高度情報通信ネット

ワークの構築に必要

な要素技術を確立す

る。また、テラヘルツ

波無線通信によって、

超高速・大容量無線を

実現し、大容量情報へ

のアクセス利便性を

格段に向上させると

ともに、超高速特性を

活かした瞬時接続に

よる低消費電力化を

実現する。また、広帯

域電磁波による実時

間センシングおよび

分光分析の実現とバ

イオ・医療・工業分野

等への応用展開によ

り、生活を脅かす災

害・犯罪・事故の防止

と対処を可能とする。 

地球温暖化等のグローバルな気

候変動問題、風水害や地震等の自然

災害、航路上の物体や状況等、様々

な空間.時間スケールにおける人間

活動を脅かす諸課題に関し、安心と

安全の確保をより確実なものにし

ていくため、太陽や地球近傍の宇宙

空間から生活圏までの様々な現象

や物質、物体等の状態を高精度に実

時間計測するリモートセンシング

技術及びデータ伝送、利用等に関す

る基盤技術の確立を目指す。計測対

象の特性や計測装置の運用形態等

に応じた柔軟かつ高安定な運用を

可能にするため、周波数帯域の開拓

及び計測系と情報伝送系の安定融

合等のための基盤技術を研究開発

するとともに、電離層から大気環境

までの様々な観測データを統合的

に管理、利用する大規模データベー

ス統合技術や科学情報可視化技術

等に基づくセンシング情報利用高

度化のための基盤技術を研究開発

する。

ア 高周波電磁波センシング技術の

研究開発

将来の地球観測光学衛星等の限ら

れた衛星リソース上において、高精

度アクティブセンシングと情報伝送

を同一機器で行うことで、衛星軌道

上などにおける通信断絶や障害に対

応する複数通信手段の確保等が可能

な情報通信を実現するための要素技

術として、特に近年の地球観測にお

いて利用が進みつつある光領域にお

いて、計測と通信の品質確保を同一

・ 光領域における光波制御および出力安定化等の基盤技術として、2ミクロン帯のレーザ技術とレーザ

を使用したセンシング技術の高度化を実施した。

・ 2ミクロン帯のレーザによる搭載型ライダーモバイルシステムを開発した。

・ フィールドにおける風観測・CO2観測を通したライダーシステムの性能評価により高安定性を実証す

る予定である。

・ 2ミクロン帯の高繰り返しレーザにおいては、平均出力が従来レーザより 2倍以上高い、波長制御さ

れたレーザとして完成する見込みである。

・ 高周波を用いた微量物質や各種パラメータのリモート計測に必要とする技術として、3 THz 帯の発振

技術及び受信機構成技術、また、ミリ波サブミリ波帯の解析技術及び信号処理技術の開発を実施し

た。
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機器で行うための基礎となる光波制

御及び出力安定化等の基盤技術を確

立する。  

また、高周波を用いた 13CO、 CO、HDO、 

H2O の同位体比検出等、微量物質や各

種パラメータのリモート計測に適し

た周波数のシステム構成を可能にす

るとともに、将来の種々の目的に応

じた情報伝送に必要な周波数の利用

を可能にするため、その両面に応用

可能な高周波発振技術、媒質中伝播

の解析技術、信号検出技術及び信号

処理技術の研究開発を行う。受信機

構成技術において量子限界の 10 倍

以内の受信機雑音温度を実現する

等、ヘテロダイン検波等における高

精度化を実現する要素技術を確立す

る。 

 

イ リージョナル電波センシング技

術の研究開発 

同一空間内に存在する豪雨等の現

象や航空機等の物体等の超高速 3 

次元観測を可能にする技術を確立

し、空間内における事故防止等の安

心・安全確保の向上に資するため、

10km 程度の空間内の物体や大気の

状態等を 10 秒以内で 3 次元スキャ

ンする次世代ドップラーレーダ等の

先端的レーダシステム構築技術を確

立するとともに、その検証等を踏ま

えたさらに高速なデータ取得・処理

基盤技術を確立する。  

また、広範囲の地上の状況を上空

から瞬時に把握し、災害時等におけ

る建物や車等の状態の精密分析を可

能にすることで、災害復旧作業の最

・ 3 THz 帯の発振技術では、テラヘルツ量子カスケードレーザ(THz-QCL)を高出力、高温動作化すると

ともに、THz-QCLの位相ロックによりテラヘルツ帯の高出力の標準周波数源供給の技術を確立した。 

・ 受信機雑音温度の十分低いテラヘルツ受信機を用いて、ガスセル内 H2O 等の分子スペクトル検出を

実証し、テラヘルツリモート計測システムの信号検出技術を確立する見込みである。 

・ JEM/SMILESによるサブミリ波の観測データを使用して解析技術の高度化を行い、大気中の同位体比、

成層圏の風の分布等を導出した。 

・ 3 THz帯の受信機構成技術では、ホットエレクトロンボロメータの技術により受信機雑音温度として

量子限界の約 9倍である 1,390 Kのヘテロダイン受信機を開発した。 

・ ミリ波サブミリ波の受信機構成技術として、軽量高精度アンテナの製作技術の開発、周波数分離技

術の開発を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 10 秒で半径 30kmの範囲、30 秒で半径 60km の範囲の降水の 3 次元構造を観測が可能となるフェー

ズドアレイ気象レーダを委託研究（平成 20-24 年度）により開発し、その性能評価・実証実験を行

い良好な結果を得た。フェーズドアレイ気象レーダを大阪・神戸・沖縄に整備したほか、神戸と沖

縄においてはドップラーライダーやマイクロ波放射計等と組み合わせた融合システムとして構築

している。フェーズドアレイ気象レーダは従来のレーダよりも約 100倍程度のデータ量となること

から、JGN-Xを用いた高速データ伝送・処理・配信システムも合わせて開発したほか、高速 3次元

データの利点を活かした可視化を行うことによりレーダの専門家でない人でも直観的に気象現象

を理解できるようにした。さらに、ソーシャル ICT研究としてフェーズドアレイレーダ・ライダー

融合システム（PANDA: Phased Array weather radar and Doppler Lidar Network fusion DAta system)
のデータ等を用いた局地的大雨の早期探知の自治体との連携による実証（神戸市）に取り組んだ。 

・ 航空機搭載高分解能 SAR（Pi-SAR2）を用いた応用研究として研究公募（RA）を実施し、30cm の分解

能をもつ Pi-SAR2の性能を十分に引き出す研究を実施した。研究範囲は、土地被覆分類、農業関係、

流氷研究等に及ぶ。 

・ Pi-SAR2 のアンテナを改良し、地上や海上の移動体の速度計測技術の開発を行ったほか、インターフ

ェロメトリによる地形図作成の自動化や先導的な解析手法として垂直構造物の自動検出アルゴリズ

ムの開発、可視化ツールの開発等を行い、実際の地形データや光学画像への照合を容易に行う手法
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適化等に資するため、航空機搭載高

分解能 SAR（合成開口レーダ）にお

ける 30cm 分解能による応用検証を

行うとともに、発展的な観測手法の

開発を目指して地上や海上の移動体

の速度計測技術等の先導的な研究開

発を行う。さらに、観測データと実

際の地形画像とを迅速に照合し、判

読するため、現在数日要している解

析作業を半日程度に短縮する技術を

確立する。  

これらの先進的なレーダ送受信方

式及び信号処理技術等の研究開発を

行うことにより、100km 程度までの

リージョナルスケールにおける空間

情報や災害情報等のデータのきめ細

かさ（時間・空間分解能等）を飛躍

的に向上させ、安全で安心な社会の

ための的確で迅速な対応に結びつく

実用化に向けた基盤技術を確立す

る。 

 

（SARなどの優れた技術は、災害時に

すぐに利用できる体制がとられてい

るか。） 

 

ウ グローバル電波センシング技術

の研究開発 

衛星搭載レーダの確実な開発とド

ップラー観測などの新しい観測に対

応したアルゴリズム開発及び検証活

動によって、EarthCARE 衛星の実現

による雲情報の新たな知見を取得

し 、 GPM 衛 星 の レ ー ダ に よ る 

0.2mm/h 程度の降水検出性能を確保

するための基盤技術の確立及び降水

粒子推定手法の研究開発を行う。  

を開発した。 

・ Pi-SAR2 のデータを災害時において有効に利用するために、機上での高速処理システムを開発し、観

測後約 10分で必要となる領域の画像データの商用衛星等を通じた配信を可能とした。さらに、災害

発生に対して迅速な対応ができるように SAR機器を名古屋空港に保管する体制をしいている。 

・ 先進的なレーダ方式の研究の１つとしてパッシブレーダの開発に取り組み、その初期的な応用研究

としてバイスタティックレーダの開発を行い、遠距離海洋レーダに応用し対馬・相島（山口県萩市）

にレーダを設置して観測実験を行っているほか、Cバンド気象レーダにおいても信号処理に Digital 

beam forming(DBF)技術を適用し高度化したバイスタティックシステムを開発見込みである。 

・ 信号処理技術としては、気象庁の WINDASへの応用を念頭に置いて、1.3GHzのウインドプロファイラ

に周波数ホッピング、オーバサンプリングによるイメージング技術およびアダプティブクラッタ除

去技術を適用した。また、ゲリラ豪雨等の発生に大きな役割を果たす水蒸気の計測手法として地上

デジタル放送波を用いた水蒸気推定手法の開発に取り組んでおり、地デジ波の精密受信システムを

開発し受信システム間の同期を取る手法を確立して水蒸気量推定を実現する見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 日欧共同ミッションである EarthCARE 衛星に搭載されている雲プロファイリングレーダ（CPR：

JAXA-NICT共同開発）は、世界初のドップラー速度計測機能をもつレーダであり、プロトフライトモ

デルが完成、ESA（欧州宇宙機関）へ引き渡される見込みである。アルゴリズムの開発も実施し、レ

ーダの開発に合わせて維持・改訂を行っている。また、EarthCARE の検証用のレーダの開発として

EarthCARE/CPRより充分高感度なレーダを開発したほか、CPRのフットプリント内の雲の非一様性を

検証する電子走査レーダの開発も完了見込みである。なお、EarthCARE衛星の打上げ予定時期は、平

成 29年度となっている。 

・ 日米共同ミッションである GPM の主衛星は平成 26 年 2 月 28 日に打ち上げられ、同衛星搭載二周波

降水レーダ（DPR:JAXA-NICT共同開発）については、地上観測実験の結果にもとづく降水量推定精度
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これらの先進的な人工衛星搭載の

電波センサと検証手法の研究開発に

よって、地球規模の環境情報を高精

度に取得可能とし、地球温暖化や水

循環の問題等の国際社会における我

が国のイニシアティブの確保に貢献

する。 

 

（衛星による地球観測の研究開発

は、他機関との相補的協力関係の発

展に留意して進めているか。） 

 

 

エ 宇宙・環境インフォマティクス

技術の研究開発 

人類活動の対象となる地球圏宇宙

空間の電磁環境、電波利用等の宇

宙・地球環境に関する研究開発を行

う。特に、アジア・オセアニア域を

中心に構築する国際的で多種多様な

宇宙・地球環境の観測及びデータ収

集・管理・解析・配信を統合的に行

う体制整備し、宇宙環境のみならず

地上での災害等対応も視野に入れた

広領域・大規模データをリアルタイ

ム収集・処理するためのインフォマ

ティクス技術を確立する。  

これらの技術と宇宙・地球環境の

基礎的知見を組み合わせることで、

①衛星測位等に影響を与える電離圏

擾乱を緯度・経度で 0.5 度以下の空

間分解能で予測、②静止軌道衛星等

の障害原因となる電磁環境及び高エ

ネルギー粒子到来を 1 度以下の空

間分解能で予測などの宇宙・地球環

境の現況把握と予報の高精度化を達

成し、大規模可視化を含むサービス

向上に寄与するモデルパラメータの提案を行ない、沖縄 Cバンド偏波レーダ（COBRA）等の地上レー

ダを用いた打ち上げ後の評価・検証実験を実施した。これらにより、DPRで目標としている 0.2 mm/h 

よりも高感度な降水推定を担保できる見込みである。また、初期の降水強度推定アルゴリズムは確

定しており、平成 26年 9月から観測データの一般公開（JAXA, NASA双方から）が開始されている。 

・ これらの衛星による地球環境計測計画の実施については、国内および海外の関係機関との協力体制

のもと、NICT の強みである電磁波計測技術で世界トップレベルの開発を続けている。例えば GPM 衛

星搭載二周波降水レーダは、JAXA・NASA と共同で衛星搭載に向けた開発を進めてきたほか、EarthCARE

では JAXA・ESA（欧州宇宙機関）との協力体制で実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 太陽・太陽風観測においては、平成 24年度補正予算により、老朽化していた太陽電波観測設備及び

太陽風観測機 ACE のデータ受信設備の整備を完了し、野辺山ヘリオグラフ等国内装置との連携によ

り国内の太陽電波観測設備による太陽早期警戒体制を構築。 

・ 電離圏観測のためのイオノゾンデについては、現行の 10C型の後継機に VIPIR2を選定、国内 4拠点

の配備を進め、新たな観測情報を活用する基盤を整備した。 

・ 東南アジアでのプラズマバブル等の電離圏観測体制を継続し、太陽活動極大期のデータ取得を進め

た。 

・ 北極域では、放射線帯粒子の加速・消失に寄与するグローバルな ELF・VLF波動観測ネットワークの

構築を名大等他機関との連携のもとに進めた。 

・ 広域観測ネットワーク監視システム（Wide-area Observation Network Monitoring system: WONM)

を開発し、リモートサイトの監視に活用している。 

・ 地上から電離圏高度までを統一的に計算するシミュレーションコード“GAIA”を開発、気象客観解

析データを入力し、成層圏突然昇温等の実際の現象を再現することに成功。次期中期計画期間のリ

アルタイム化を視野に入れた高速化のためのチューンアップを進めた。 

・ 経験モデルによる日本近傍の TEC予測モデルを開発、24 時間先までを 1時間ごとに計算し試験的に

Webで公開している。また、静止軌道上の衛星のデータを用い、放射線帯粒子の振る舞いを経験的に

予測するモデルを開発。Web 上で予測結果を公開している。GAIA との結合を進め、観測との比較に

よるプラズマバブルの発生に関する知見を高めるとともに、発生予測の可能性を追求。 

・ 電離圏局所モデルを開発し、赤道域における衛星測位の誤差要因となるプラズマバブルの発生を再

現することに成功。今後 GAIA への実装を検討。観測との比較によるプラズマバブルの発生に関する

知見を高めた。 

・ 我が国及び東南アジアでの観測およびシミュレーション・モデルの結果を統合的に表示するコンテ
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プラットフォームより情報発信を行

う。 

 

ンツを開発し、緯度・経度 0.5度以下の空間分解能で予測可能なシステムを構築する見込み。 

・ これまで開発してきた磁気圏シミュレーションコードの高精度化・ロバスト化を推進。1000 年に 1

度の“極端現象”の計算も可能なコード開発を進めた。 

・ 経験的放射線帯粒子予測モデルを開発し試験運用を開始、Webを用いて公開した。平成 28 年度に衛

星観測データを増強し、1度以下の空間分解能で予測するシステムを構築する見込み。 

・ 三次元詳細変動モデルとして、現状静止軌道上のみの適用範囲を放射線帯領域全体に広げた。また

“バーチャルオーロラ”と呼ぶ可視化ソフトウェアを開発し、太陽風観応実験データベースを構築

した。 

・ ICAO等国際情勢における宇宙天気のニーズ調査を継続し、新たな計測技術の検討を行った。 

・ 国内外での宇宙天気情報の利用の実利用への展開および認知度向上に寄与した。 

 

自己評価 主務大臣による評価 

評定 Ａ 評定 Ｂ 

【評価結果の説明】 

○ 中期計画では光領域における光波制御および出力安定化等の基盤技術を確立することを目指し、波長 2ミクロン帯のレ

ーザによる、搭載型ライダーモバイルシステムの開発、実証観測による安定化技術の確立、高繰り返しレーザの高出力

化、及び波長制御技術の確立を実現しており、中期目標を達成する見込みである。 

○ 中期計画では微量物質や各種パラメータのリモート計測に適した周波数における高周波発振技術、伝播解析技術、信号

検出技術、信号処理技術の研究開発を行い、受信機高精度化を実現する要素技術を確立することを目標としており、テ

ラヘルツ帯の中でも大気分子の吸収線強度の強いことから上空の観測に適していながらも技術的難易度が高く開拓途

上にあった 3 THz帯において、THz-QCL の位相ロック技術の確立や、量子限界の約 9倍の受信機雑音温度を持つ高感度

受信機の開発に成功。中期目標を十二分に達成する見込みである。 

○ リージョナルセンシングのうち、高分解能航空機搭載合成開口レーダ（Pi-SAR2）では、災害時の即応性を向上させる

ために機上での高速処理技術を開発し、観測後 10 分以内で対象領域の画像提供を実現。中期計画における半日程度の

処理時間目標を大幅に上回る性能を達成した。また Pi-SAR2の性能を最大限に活かすための解析技術の高度化として研

究公募を実施し、中期計画を着実に達成しているほか、新たな可視化手法の開発を行った。また次世代ドップラーレー

ダ（フェーズドアレイレーダ）開発では、半径 30km 以内三次元観測を 10秒以内で、半径 60km以内の三次元観測を 30

秒以内で実施できるシステムを開発し、中期計画での目標を十分に達成したほか、データ配信システム・可視化技術の

開発も行い、実用性の高いシステムを実現した。 

○ グローバルセンシングのうち、GPMについては、JAXA と共同開発した二周波降水レーダのアルゴリズム開発・打上げ前

検証を実施したほか、平成 26 年 2 月の打上げ後も校正・検証・アルゴリズム改良を通じて中期計画の降水観測性能目

＜評定に至った理由＞ 

電磁波センシング・可視化技術は、第３

期中長期計画において、高周波電磁波セ

ンシング技術、リージョナル電波センシ

ング技術、宇宙インフォマティクス技術

の研究開発に取り組むこととしており、

「研究開発成果の最大化」に向けて成果

の創出や将来的な成果の創出の期待等

が認められ、着実な業務運営がなされて

いると認められるため、Ｂとする。主な

成果は以下のとおり。 

・高周波電磁波センシング技術では、

2μm 帯レーザのライダーシステム

の開発を終え、風・CO2観測を通し

て光領域における光波制御と安定

化を中長期目標期間内に実証の見

込みである。3THz 帯の位相ロック

技術実証により発振器技術、受信機
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標を達成する見込みである。また、EarthCAREに関しては JAXAと共同開発している雲プロファイリングレーダのフライ

トモデル開発を実施したほか、アルゴリズム開発を行い、中期計画での達成目標を着実に達成している。さらに、検証

用のレーダとして高感度レーダおよび電子走査型レーダを開発し、この周波数帯（95 GHz）での雲レーダ技術を発展さ

せるといった顕著な成果をあげており、中期計画を十二分に達成している。 

○ 中期計画におけるアジア・オセアニア域を中心とした観測体制の整備を目指し、太陽・太陽風・磁気圏および電離圏の

各領域を監視する観測装置の整備を達成。目標に向けて顕著な実績を上げた。 

○ 中期計画では広領域・大規模データをリアルタイム収集・処理するためのインフォマティクス技術を確立するとしてお

り、広域観測ネットワーク監視システム（Wide-area Observation Network Monitoring system: WONM)を開発するほか、

リモートサイトの監視を実現し、目標に向けて顕著な実績を上げた。 

○ 中期計画では衛星測位等に影響を与える電離圏擾乱を緯度・経度 0.5度以下の空間分解能で予測としているところで、

地上から電離圏までを統一的に計算するシミュレーションコード“GAIA”の構築、電離圏 TECおよび磁気圏放射線帯に

おける経験モデルの構築、電離圏局所モデルの開発を行い、目標に向けて顕著な実績を上げた。 

○ 中期計画では静止軌道衛星等の障害原因となる電磁環境及び高エネルギー粒子到来を1度以下の空間分解能で予測とし

ているところで、磁気圏シミュレーションコードの精緻化・ロバスト化の推進および経験的放射線帯モデルの開発を行

い、目標に向けて顕著な実績を上げた。 

 

「必要性」 

○ 気象予測に大きなインパクトを持つ衛星からの全球立体的な風観測は未だ実現しておらず、関連技術の開発は国際競争

となっているが、その中でも NICT が保有する波長 2 ミクロン帯のコヒーレントドップラーライダー技術は高精度観測

を実現する有望な技術であるため、レーザの高出力化、波長制御、安定動作化の研究開発を進め、衛星搭載実現へと推

進することが必要である。 

○ テラヘルツ帯では多くの大気中分子の回転遷移吸収線強度が最大になるため、テラヘルツ帯の利用は成層圏やさらに上

空の分子等の観測に適しており、上空の大気パラメータ計測による気象予測や宇宙・地球環境把握に必要とされている。

テラヘルツ帯でも観測に重要な吸収線が存在しているがこれまで高精度ヘテロダイン受信機の開発の進んでいなかっ

た 1-3 THz帯において、目的に応じた周波数の観測システム構成を可能にする技術を開発することが必要である。 

○ 高分解能 SAR、フェーズドアレイレーダ、衛星搭載センサ等は昨今の災害情報の高度化に対する社会的要請に応えるべ

く開発されてきたものである。また、ゲリラ豪雨等の早期予測に有効な地デジ波を利用した水蒸気量観測技術や、周波

数の有効利用に資するパッシブレーダの基礎研究など、利用将来のニーズを見据えた技術開発にも取り組んでいる。 

構成技術を確立した。 

・リージョナル電波センシング技術で

は、航空機搭載高分解能合成開口レ

ーダ SAR解析について、高度解析技

術の開発（画像処理技術を用いた 3

次元計測、インターフェログラムか

らの垂直構造物の自動抽出、移動体

検出技術等）、機上での高速処理技

術開発（観測後 10分で画像提供）

を行った。 

・フェーズドアレイ気象レーダを開発

し、大阪、神戸、沖縄に整備し、実

証実験により高速３次元観測技術

を確立した。 
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○ 今後必ず起こる激甚宇宙天気災害に対して、我が国の ICT基盤がどのような影響を受けるかを把握し必要な対処を取る

ためには、当機構の宇宙天気研究が必要。 

○ 現在 ICAO において検討されている、宇宙天気情報の航空運用への利用の義務化の検討において、日本および東南アジ

アでの電離圏観測の実績を有する当機構の観測ノウハウは必須となる。 

 

「効率性」 

○ 波長 2ミクロンのレーザ開発やライダー観測の実用化については、NICTが総合的に世界最先端の技術を保有している。

衛星搭載型システムでは技術の一部を企業へ移転しながらコンパクトで安定なシステムを開発しており、将来の衛星搭

載品実現に向けて体制を整えている。衛星搭載性の検討や衛星観測による気象予測へのインパクト評価は、JAXAや気象

研究所等と連携して実施している。また、地上からのライダーによる風観測では、次世代ドップラーレーダ等の観測と

協調しつつデータの有効利用に向けた研究を実施している。 

○ 3 THz 帯技術に関する、HEB ミキサ、QCL、周波数コムのデバイスは、いずれも NICT 内の未来 ICT 研究所(神戸)や先端

ICT デバイスラボで開発・製作している。研究室の保有する受信機構成技術等と併せて、最先端技術を全て NICT 内で賄

うことができ、効率よく研究開発を進めることができている。 

○ 航空機搭載合成開口レーダやフェーズドアレイレーダ等、今後の災害監視において中心的な役割を担う技術の開発を行

った。また、機器開発のみならず解析技術高度化や可視化技術に取り組むことにより、ユーザの利便性を高めるための

技術開発も行っている。 

○ 太陽から地表に至る広大な領域の観測を必要とする宇宙天気研究では、国内外の関係機関と密な連携を取り観測を分担

する体制を構築、効率的な観測を実現している。 

○ 実利用に近いアプリケーション開発については、JAXA 等利用機関と共同研究の枠組みを構築し効率的に実施している。 

 

「有効性」 

○ 波長 2ミクロンのレーザによるライダーは、広範囲・高精度の 3次元的な風測定を可能とする他、衛星搭載ライダーシ

ステムにも応用できる技術である。また将来的には、CO2 等の温室効果ガス監視ライダーに発展させることも可能であ

る。 

○ テラヘルツ帯の高感度受信機技術は、成層圏・中間圏・下部熱圏の温度・風・物質濃度等の大気パラメータを高精度に

観測する衛星センサの開発に応用可能である。また、テラヘルツ帯の発振技術、信号検出技術は THz無線通信等に有用

である。さらに、ミリ波・サブミリ波の受信機構成技術は衛星観測センサの小型化を可能とする技術である。 
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○ 航空機搭載合成開口レーダやフェーズドアレイレーダ等、今後の災害監視において中心的な役割を担う技術の開発を行

った。また、機器開発のみならず解析技術高度化や可視化技術に取り組むことにより、ユーザの利便性を高めるための

技術開発も行っている。

○ 電離圏局所シミュレーションコードにおいてプラズマバブルの再現に成功したこと、磁気圏シミュレーションコードに

おいて極端現象が再現できたことで、それぞれの現象における電波インフラや電力網への影響衛星への影響等が定量的

に検討できる基盤が構築された。

○ GEONET による日本上空の TECの現況把握が可能になったことから、我が国における衛星測位利用状況の空間分布の把握

が可能になった。

○ 宇宙天気情報の利用者ニーズ調査により、潜在的に宇宙天気情報を必要とする事業者が多数存在することが確認され

た。

「国際水準」 

○ 波長 2ミクロンの伝導冷却技術を用いたパルスレーザの高出力化は、世界最先端の技術である。コヒーレントドップラ

ー風ライダーの衛星搭載化は国外においても検討されているものの、その実現に目処の立てられる技術はまだ確立して

いない。

○ テラヘルツ受信機の低雑音化技術では世界一線レベルにある。受信機構成に必要となる主要な最先端素子を NICT 内で

開発・製作できることが極めて有利である。

○ 長期継続運用しているフェーズドアレイレーダは世界に類を見ない。また、Pi-SAR2 は世界的にもユニークなレーダシ

ステムであり、米国 JPL、ドイツ DLR 等と肩を並べている。衛星搭載レーダ技術についても世界をリードしており、他

国では米国 JPLが W帯雲レーダを実現しているのみである。 

○ 基本的に当該研究について同様の研究を進める機関とは良好な協力関係をもち、広範な領域を分担して観測している。

NICTは電離層定常観測を行っている国内唯一の機関であることから、全体の核として中心的な位置にある。

○ 当プロジェクトで進めている東南アジア電離圏観測ネットワークの枠組みは NICT のイニシアティブのもとにあり、国

内及びアジア・オセアニア地域の組織による観測拠点・観測装置の強化が進められており、NICTが大きな存在意義を果

たしている。

○ 当研究室は北極域電離圏観測レーダ SuperDARNの一局を担当し、国際協力のもと宇宙天気に必要な観測を続けている。

○ NICTは定常宇宙天気発信機関の国際コンソーシアム“ISES”の設立当初からのメンバーとして活動に貢献している。ま

た、WMO や ICAO、UN/COPUOS、CGMS、ITU-Rなどの関係国際機関において積極的な寄与を果たしている。

44



○ 当研究室の開発する GAIA や磁気圏シミュレーションコードは世界トップクラスの性能を有するものとして各国からの

注目を集めている。 
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